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一
　
問題の所在
会社法一〇六条ただし書は、会社法制定時に新たに設けられた規定である。もっとも、この規定については
｢ 会
社法制の現代化に関する要綱試案
｣
における改正検討事項には含まれておらず、法制審議会会社法部会
（現代化関係）
において議論された様子もない。そのため、後述するように、この規定の趣旨は不明確であるとの指摘がなされ、その解釈も分かれていた。
このような状況において、最判平成二七・二・一九民集六九巻一号二五頁
）（
（
（以下、 「最判平成二七・二・一九」という）
三七六
では、会社法一〇六条本文の規定に基づく指定および通知を欠いたままされた本件議決権行使が、同条ただし書のＹの同意により適 なものとなるか否かが争われており、これについて第一審判決、控訴審判決とで判断が分かれていた。
同判決は、会社法一〇六条本文の指定・通知を欠く権利行使について、民法の規定との関係を整理しつつ、
⑴
当該
権利の行使が民法の共有に関する規定に従ったものでないときは、株式会社が同条 だし書の同意をしても、当該権利の行使は，適法となるものではない
（同条ただし書の適用について民法の共有に関する規定に従ったものであるときに限り、
会社が同意をすること 認められる）
、として同条ただし書の適用に関する解釈を示した。
また、同判決は、民法の共有に関する規定に従った権利行使として、
⑵
共有に属する株式についての議決権の行使
は、 特段の事情 ない限り、 株式の管理に関する行為として、 民法二五二条本文により、 各共有者の持分の価格に従い、その過半数で決せられる、との判断を示し、結論として本件各決議を取り消した原審判決の判断を是認した。いずれも会社法一〇六条ただし書の解釈に関する初めて 最高裁の判断であり 重要な意義を有するものと考えられる
本稿では、まず、平成一七年会社法制定以前の状況下での判断である、最判平成一一・一二・一四判タ一〇二四号
一六三頁
（以下、 「最判平成一一・一二・一四」という）
の判示内容を確認し、平成一七年の会社法制定によって新設され
た会社法一〇六条ただし書について、最判平成二七・二・一九以前の学説の状況を確認、整理する
（
二
）、その上で、
同条 だし書の解釈について判示し 最判平成二七・二 一九を検討し
（三）
、 残された解釈上の問題を提示する
（四）
。
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二
　
旧商法下における判例と会社法制定に伴う会社法一〇六条ただし書の新設
（　
旧商法下における権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使
平
成一七年改正前商法二〇三条二項は「株式ガ数人ノ共有ニ属スルトキハ共有者ハ株主ノ権利ヲ行使スベキ一人ヲ
定ムルコトヲ要ス」と規定するのみであったが、共有者が株主の権利を行使すべき者を定めない限り、共有者は、その共有株式については株主権を行使することはできないが、この規定は、会社の事務処理の便宜を考慮して定められたも であるから、この場合に、会社の側から共有者全員に権利行使を認めることは差支えない、と解されていた
）（
（
。
最判平成一一・一二・一四は、発行済株式の八〇％に相当する株式が相続による準共有に属し、全相続人および全
株主
（代理人を含む）
が出席した総会において、議長が当該株式について各相続人が法定相続分にしたがって議決権を
行使することを認め、一人の株主が反対するなかで採決を行い、議案を可決させた事案において、 「権利行使者の指定及び会社に対する通知を欠くときには、共有者全員が議 権を 同して行使する場合を除き 側から議決権の行使を認めることは許されないと解するのが相当である」と判示し、当該事案では議決権の行使について共同相続人間で意思の一致がなかったとして、結論として決議を取り消した原審の判断を是認した。
（　
会社法一〇六条ただし書の新設と学説
こ
れに対し、新設された会社法一〇六条ただし書は、 「株式会社が当該権利を行使することに同意した場合は、こ
三七八
の限りでない」として、同条本文による権利行使者の指定・通知を欠いても、会社の同意があれば権利行使を認める規定となっており、文言上は何らの制限、制約が置かれていない。
そのため、同条ただし書は、最判平成一一・一二・一四の立場を維持し、共有者全員が議決権を共同して行使する
場合のみを想定しているのか、あるいは同最判の立場を立法によって変更したのか、変更したとすれば、そ は、会社の判断で共有者 一人につ て 共有者の代表としてその権利行使を認めてもよいと うような、何らの制限、制約のないものなのか、それとも一定の制限、制約に服するのか、服するとすれば、それに違反した場合に決議取消事由となるのか、それとも権利行使自体に瑕疵はなく、他の共有者に対する損害賠償責任の問題が生じるにすぎないか、といったことが問題 なる。
既述の通り、会社法一〇六条ただし書の新設については法制審議会会社法部会での議論を経ておらず、規定の
趣旨、目的については必ずし 明らかではない。この問題につい 立案担当者による解説 れば、最判平成一一・一二・一四の立場を紹介 た後、 「しか 、会社法においては…そ 通知がない場合であっても 株式会社が自らのリスクにおいて共有者の一人に権利行使を認める とができるとしている。…議決権の行使は共有物の管理に該当する事項であるので 通常は、共有者全員で協議したうえ、持分の過半数で、ど よう 議決権を行使するかを決定する。したがって 会社として 権利行使者の通知のない共有株主 議決権を行使させる場合には、 らかじめその協議内容等を確認すべき あるといえる。もっとも、会社がその確認を怠って、協議内容と異な 議決権を許したとしても、共有者の議決権の行使自体には瑕疵 ない 決議取消事由 は該当しないものと解される」
）（
（
としている。
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
三七九
ここからは、 「会社法一〇六条ただし書は株式会社の同意さえあれば特定の共有者が共有に属する株式について適
法に権利を行使することができる」という理解をしているのか、それとも、一〇六条本文による権利行使者の指定はあるが、会社への通知を欠いている、という状況
）（
（
のみ、あるいはそれに近い状況のみを想定しているのかは必ずしも
明らかではない。
学説においては、会社法一〇六条ただし書の文言から、最判平成一一・一二・一四の立場を変更したという理解は
示されているものの
）（
（
、 「会社法一〇六条ただし書は株式会社の同意さえあれば特定の共有者が共有に属する株式につ
いて適法に権利を行使することができる」と う理解を支持する見 は見当たらず、むしろ、そのような解釈は受け入れられないとの主張が多く されていた
）（
（
。
三
　
最判平成二七・二・一九を前提とした会社法一〇六条ただし書の解釈
（　
最判平成二
七・二・一九
（
（）　
事案の概要
Ｙ
は、特例有限会社であり、その発行済株式の総数は三〇〇〇株である。三〇〇〇株のうち二〇〇〇株は、Ａが保
有していたが、Ａが平成一九年に死亡したため、いずれ Ａ 妹であるＸおよびＢが法定相続分である各二分の一の割合で共同相続した。Ａの遺産の分割は未了であり、前記二〇〇〇株は、 とＢとの準共有に属する
（以下、前記
二〇〇〇株を「本件準共有株式」という）
。
三八〇
Ｂは、平成二二年一一月一一日に開催されたＹの臨時株主総会
（以下、 「本件総会」という）
において、本件準共有株
式の全部について議決権の行使
（以下、 「本件議決権行使」という）
をした。Ｙの発行済株式のうちその余の一〇〇〇株
を有するＣも、本件総会において、議決権の行使をした。
他方、Ｘは、本件総会に先立ち、その招集通知を受けたが、Ｙに対し、本件総会には都合により出席できない旨お
よび本件総会を開催しても無効である旨を通知し、本件総会には出席しなかった。
本件総会において、Ｂ、Ｃによる各議決権の行使により、⑴Ｄを取締役 選任する旨の決議、⑵Ｄを代表取締役に
選任する旨の決議、ならびに⑶本店の所在地を変更する旨の定款変更の決議および本店を移転する旨の決議がされた（以下、前記各決議を「本件各決議」という）
。
本件準共有株式について、会社法一〇六条本文の規定に基づく権利を行使する者の指定およびＹに対するその者の
氏名又は名称の通知はされていなかったが、Ｙは、本件総会において、本件議決権行使に同意した。
Ｘは、本件各決議には決議の方法等につき法令違反があると主張して、Ｙに対し、会社法八三一条一項一号に基づ
き、本件各決議の取消しを求めた。（
（）　
第一審判決
（横浜地川崎支判平成二四・六・二二金判一四六七号三七頁、以下、 「第一審判決」という）
第一審は、 「共有者 当該株式についての権利行使者を一人と定め、会社に対し、そのものの氏名又は名称を通
知しなければ、当該株式についてその権利 行使することはできないとされて る
（会社法一〇六条）
ところ、本件準
共有株式を準共有しているＸとＢについては、この権利行使者の定めも、Ｙに対する通知も、ＸとＢと 間の協議も、
三八一
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何らされていないことは当事者間に争いがない。しかしながら、…Ｙは、本件準共有株式について、Ｂが議決権を行使することに同意しているものと認められる。したがって、会社法一〇六条ただし書により、Ｂは、本件準共有株式について議決権を行使する ができると解される。そして、Ｂによる議決権行使の内容が原告の意向…と異なるとしても、議決権の行使自体に瑕疵はないから、決議取消事由には該当しないと解するのが相当である」 、とし Ｘの請求を棄却した。（
（）　
控訴審判決
（東京高判平成二四・一一・二八判タ一三八九号二五六頁、以下、 「控訴審判決」という）
）（
（
Ｙが控訴したところ、控訴審判決は次のように判示した。「会社法一〇六条ただし書きを、会社側の同意さえあれば、準共有状態にある株式について、準共有者中の一名に
よる議決権の行使が有効になると解することは、準共有者間にお て議決権の行使について意見が一致していない場合において、会社が、決議事項に関して自らに って好都合の意見を有する準共有者に議決権の行使を認めることを可能とする結果となり、会社側に事実上権利行使者の指定の権限を認めるに等しく、相当とはいえない。
そして、準共有状態にある株式の議決権の行使について権利行使者の指定及び会社への通知を要件として定めた会
社法一〇六条本文が、当該要件からみれば準共有状態にある株式の い 関する協議行われ、意思統一が図られた上で権利行使が行われ ことを想定していると解 得ることからすれば、同法ただ 書きについても、その前提として、準共有状態にある株式の準共有者間において議決権 行使に関 協議が われ、意思統一が図られている場合にのみ 権利行使者の指定及び通知の手続を欠いていても、会社の同意を要件として、
三八二
権利行使を認めたものと解することが相当である。
よって、本件において、準共有者間に本件準共有株式の議決権行使について何ら協議が行われておらず、意思統一
も図られていないことからすれば、Ｙの同意 あっても、Ｂが代理人によって本件準共有株式について議決権の行使をすることはできず、本件準共有株式によ 議決権の行使は不適法と解すべきである。
したがって、Ｘの主張するその余の取消事由について判断するまでもなく、本件の各決議は、本件準共有株式に議
決権の行使を認めた点において決議の方法に法令違反があり、取消事由があると認めることができる」として、本件各決議を取り消した。
これに対し、会社法一〇六条ただし書は株式会社の同意さえあれば特定の共有者が共有に属する株式について適法
に権利を行使することができる旨を定めた規定であるとして が上告受理申立てをした。（
（）　
最判平成二七・二・一九
最判平成二七・二・一九は、次のように判示し、上告を棄却した。「会社法一〇六条本文は、 『株式が二以上の者の共有に属するときは、共有者は、当該株式についての権利を行使す
る者一人を定め、株式会社に対し、その者の氏名又は名称を通知しなければ、当該株式についての権利を行使することができない。 』と規定しているところ、これは、共有に属する株式の権利の行使の方法について、民法の共有に関する規定に対する『特別の定め』
（同法二六四条ただし書）
を設けたものと解される。その上で、会社法一〇六条ただ
し書は、 『ただし、 株式会社が当該権利を行使することに同意した場合は、 この限りでない。 』と規定しているのであっ
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て、これは、その文言に照らすと、株式会社が当該同意をした場合には、共有に属する株式についての権利の行使の方法に関する特別の定めである同条本文の規定の適用が排除されることを定めたものと解される。そうすると、共有に属する株式について会社法一〇六条本文の規定に基づく指定及び通知を欠いたまま当該株式についての権利が行使された場合において、当該権利の行使が民法の共有に関する規定に従ったものでないときは、 会社が同条ただし書の同意をしても、当該権利の行使は、適法となるも ではないと解するのが相当 ある。
そして、共有に属する株式についての議決権の行使は、当該議決権の行使をもって直ちに株式を処分し、又は株式
の内容を変更することになるなど特段 事情 ない限り、株式 管理に関する行為と て、民法二五二条本文により、各共有者の持分 価格 従い、その過半数で決せられるものと解するのが相当である。 」「これを本件についてみると、本件議決権行使は会社法一〇六条本文の規定に基づく指定及び通知を欠いたままされたものであるところ、本件議決権行使の対象となった議案 〔１〕取締役 選任、 〔２〕代表取締役の選任並びに〔３〕本店の所在地を変更する旨の定款の変更及び本店の移転であり、これらが可決されることにより直ちに本件準共有株式が処分され、又はその内容が変更されるなどの特段 事情は認められないから、本件議決権行使は、本件準共有株式の管理に関する行為として、各共有者の持分の価格に従い、その過半数で決せられるも というべきである。 」「本件議決権行使をしたＢは本件準共有株式について二分の一の持分を有するにすぎず、また、残余の二分の一の持分を有するＸが本件議決権行使に同意していないことは明らかである。そうすると、本件議決権行使は、各共有者の持分の価格に従いその過半数で決せられているものとはいえず、民法 共有 関 規 に従ったもので ないか
三八四
ら、Ｙがこれに同意しても、適法となるものではない。 」「以上によれば、本件議決権行使が不適法なものとなる結果、本件各決議は、決議の方法が法令に違反するものとして、取り消されるべきものである。 」
 
（　
会社の判断による準共有者一人に対する権利行使の同意の可否
既
述のとおり、新設された会社法一〇六条ただし書は、 「株式会社が当該権利を行使することに同意した場合は、
この限りでない」として、同条本文による権利行使者の指定・通知を欠いても、会社の同意があれば権利行使を認める規定となっており、文言上は何らの制限、制約が置かれていない。そして、会社の判断で共有者の一人について、共有者の代表とし その権利行使を認めてもよいという解釈をとるべきでないと う学説の懸念が存在している。
最判平成二七・二・一九の事案は、会社の判断で共有者の一人について、まさに共有者の代表としてその権利行使
を認めた事案である も評価するこ ができようが、第一審判決および上告受理申立理由におけるＹの主張は、規定の文言を何らの制限、制約 く読み込んでいるものと考えられ 。
既述のような学説の懸念を背景に、控訴審判決は、会社法一〇六条ただし書の解釈においても最判平成
一一・一二・一四の立場を維持する旨を判示し
）（
（
、しかも「株式の共有者間において当該株式についての権利の行使に
関する協議が行われ、意思統一が図られている場合に限っ 」として協議を要することを 確認する、より慎重な表現を用いている。
最判平成二七・二・一九の原審判決がこのような解釈を採る理由 「 が、決議事項に関して自らにとって好
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都合の意見を有する準共有者に議決権の行使を認めることを可能とする結果となり、会社側に事実上権利行使者 指定の権限を認めるに等しく、相当 はいえない」というところにあり、学説の中にも、 「一部の共有者による非合法 クーデターを容認するもので、到底支持できない」との見解
）（
（
が示されている。会社法一〇六条ただし書は、会
社の同意を要件としているため、 「クーデター」としてどのような場合が想定されているのかは必ずしも明らかではないが、最判平成二七・二・一九の原審判決やこの学説が懸念するような状況は確かに想定すること で る。〔設例
1〕　
特にモデルのない架空の設例であるが、例えば、甲社の全
株式を有する創業者Ａが死亡し、全株式がＡの子であ Ｂ、Ｃ Ｄの準共有状態にあり遺産分割協議 調わない状況にあって、従業員出身
（雇われ）
社長であるＥが、全相続人のうち、甲社の株主総会
において、甲社に関わっていないＤの議決権行使を認め、Ｅを引受人として甲社を支配するに足り 新株発行決 を可決させると う設例において
）（（
（
、仮に、ＥがＤと通じれば、本来Ａの後継者としてＢが予定
設例1　（クーデター？ …特にモデルのない架空の設例）
甲社の全株式を有する創業者Ａが死亡し、全株式がＡの子であるＢ、Ｃ、Ｄの
準共有状態にあり遺産分割協議が調わない状況にある。従業員出身の社長である
Ｅが、全相続人のうち、甲社の株主総会において、甲社に関わっていないＤの議
決権行使を認め、Ｅを引受人として甲社を支配するに足りる新株発行決議を可決
させる。
甲社　　　　　Ａ（創業者）・全株保有→☨
　　　　　　　Ｂ　　　　Ｃ　　　　Ｄ
Ｅ（代取）
三八六
されていたとしても、ＥはＡの死亡と兄弟間の相続争いに乗じて甲社の支配を奪取することが可能となる。会社の側の事務処理の便宜をその趣旨とする会社法一〇六条にこのような効果をもたらす解釈は望ましくなく、最判平成二七・二・一九が、第一審判決および上告受理申立理由におけるＹの主張のような解釈を採らず、同条ただし書の適用に一定の制限、制約を課 たこと、これに違反した場合に決議取消事由となり得ることを示した点については評価すべきである。
（　
準共有に属する株式についての議決権の行使方法
（
（）　
理論構成
最
判平成二七・二・一九は、準共有に属する株式についての議決権の行使は、特段の事情のない限り、株式の管理
に関する行為として、民法二五二条本文により、各共有者の持分の価格に従い、その過半数で決せられるものと解するのが相当である、としている。
この判示は、株式の準共有者間において当該株式についての権利の行使に関する協議が行われ、意思統一が図られ
ている場合に限って、株式会社の同意を要件に当該権利の行使を認めたものであるとする控訴審判決ならびにその基礎となった最判平成一一・一二・一四の示す解釈とは異なるものとなっており
）（（
（
、権利行使者の指定方法について判示
した最判平成九・一・二八判時 五九九号一三九頁
（以下、 「最判平成九・一・二八」という）
を、準共有株式に属する
株式についての議決権行使方法にも同様の解釈を採 もの 理解できる。
最判平成二七・二・一九の理論構成は、⑴会社法一〇六条本文は、民法二六四条ただし書における「特別の定め」
三八七
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
にあたる、⑵会社法一〇六条ただし書により会社が当該権利行使に同意をした場合には、民法二六四条ただし書における「特別の定め」である会社法一〇六条本文の規定の適用が排除される、すると、⑶準共有株式についての権利行使は、民法二六四条本文に戻って民 の共有に関する に従うべきこと なり、⑷準共有 属する株式についての議決権の行使は、特段の事情のない限り、株式の管理に関する行為として、民法二五二条本文により 各共有者の持分の価格に従いその過半数で決せられ 、とするも である。
このような理論構成のうち、⑴⑵については、なぜ会社法一〇六条本文「のみ」が民法二六四条ただし書における
特別な定めにあたる か、という点に疑問が わけではない。会社法一〇六条がただし書まで含めて民法二四六条における「特別 定め」にあたるという構成をと ば 会社が同意を与えられ 場合について異なる解釈も可能であろう。
もっとも、会社法一〇六条がただし書まで含めて民法二六四条における「特別の定め」にあたるという構成をとっ
た場合には、会社法一〇六条ただし書の解釈は民法の規 からは解放されることになるも の、 「株式の準共有者間において当該株式 ついての権利の行使に関する協議が行われ、意思統 が図られている場合に限って、株式会社の同意を要件に 権利の行使を認めたもの」と を会社法一〇六条ただし書の文言から導くのは困難 伴うことに加え、会社法一〇六条ただし書が、最判平成一一・一二・一四 確認をし のではなく、何 かの意義を認めたとすれば、裁判所がこのような理論構成 模索し ことも理 できる。
三八八
（
（）　
共
有持分の過半数と相続割合に応じて遺産分割が
 
　　　
なされた場合の議決権の過半数とが異なる場面
最判平成二七・二・一九は、権利行使者の指定・通知を
欠く準共有株式の議決権行使につき、民法二五二条本文により、持分の過半数によるべきことを示した。
過半数で押し切ることの弊害が懸念されるのは、共有持
分の過半数と 相続割合に応じて遺産分割がなされた場合の議決権の過半数とが異なる場面であ 。〔設例
2〕　
大阪高判平成二〇・一一・二八判時二〇三七号
一三七頁
（以下、 「大阪高判平成二〇・二・二八」という）
の事
案は、権利行使者の指定の場面ではある 、まさにそうな事案であり、これは、同判決の事案を参考とした架空の設定である。このケースでは、仮に相続割合に応じて遺産分割がなされた場合 議決権 過半数はＥ、Ｆ側 あるのに対し［
（0+
（（+
（+
（=
（（ ］ 、準共有株式の持分の過半数は
Ｃ、Ｄが維持しており［
（/（
→
（（+
（（/（0 ］ 、持分の過半数
設例2　（共有株式の持分の過半数と、相続割合に応じて遺産分割した場合の議
決権の過半数が異なる場合…大阪高判平成 （0・（（・（（ のケースを参考とした架
空の設例）
甲社の株式は創業者であるＡが （0％、その妻であるＢが （0％、二女Ｄが （％、
三女Ｅが （0％、三女の夫であり、Ａと養子縁組しＡの後掲者とされるＦが （（％
を保有しているが、Ａが死亡し （0％の株式がＢ〜Ｆの準共有状態となる。遺産分
割協議が調わないまま、その後Ｂが死亡し、遺言によりＢの保有分はＣ、Ｄが相続、
全員出席総会において、Ｃ、Ｄが持分の過半数による議決権の行使を主張する。
☨Ａ　　　　　　　Ｂ☨
　［（0］　　　　　　［（0］
　　　　　　　　
　Ｃ　　　Ｄ　　　Ｅ　　　Ｆ（代取）
　 　　　　（　　　 （0　　　（（
　 （　　　　（
 ［（（］　　［（（］　　［（］ 　　［（］
三八九
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
で決した場合には、自らの保有する議決権［
C
（, D
（0 ］と併せて議決権の過半数を確保する。したがって、Ｃ、Ｄが
準共有株式についての議決権を行使 ことができれば支配が逆転することになる。
もっとも、権利行使者の指定の場面とは異なり、会社法一〇六条ただし書は会社の同意を要件としており、このよ
うなケースでは現在の取締役側が同意 与えることはなく、会社の同意が歯止めの役割を果たすことになる。その意味では権利行使者の指定 面 比べ、こ 問題が顕在化することは少ないものと考えられる。逆に、権利行使者の指定の場面では、このようなケースで 弊害が顕在化 ため、だからこそ、大阪高判平成二〇・一一・二八は協議の必要性を前 に出して権利濫用 法理を持ち出したのではないかと考え れる。（
（）　
最判平成一一・一二・一四の事案と最判平成二七・二・一九の理論構成
こ
れに対して、最判平成二七・二・一九の原審判決ならびにその基礎となった最判平成一一・一二・一四と、最判
平成二七・二・一九とで結論が異なり得ると考えられるのは、最判平成一一・一二・一四の事案やそれに類似した事案であろうと考えられる。〔設例
3〕　
最判平成一一・一二・一四の事案やそれに類似した事案は、準共有株式につき、相続人の一人が権利行使
者の指定に関する協議、総会におけ 議決権の行使に反対している場合であり 会社の株式の大部分
（同最判の事案で
は八〇％）
が兄弟数名
（同最判の事案では五人）
の準共有状態となっており、遺産分割について唯一争っている相続人の
一人が、準共有株式の権利行使者の指定に関する協議に応じず、全株主、全相続人出席の株主総会において、争って
三九〇
いる相続人以外の者は準共有株式につき議決権を行使し議案に賛成することに同意し、争っている相続人の一人は準共有株式の議決権行使にも議案にも反対している状況である。かかる事案 お て、最判平成一一・一二・一四は、準共有株式の議決権行使につき 「共同相続人間で意思の一致がなかった」 、 「共同相続人全員が共同して議決権を行使したものとはいえない」として会社が認めたとして 、適法な議決権の行使がなかったとしている
（持分割合に応じた議決権行使の提案で
あったことは評価の対象とされていない）
。控訴審判決の論旨に
したが 場合でも同様 結論になるものと考えられる。
しかしながら、最判平成二七・二・一九の説示するところ
によれば、かかる事案では、各準共有者の持分の価格に従い、その過半数で決せられるの あるから 準共有行使は会社の同意があれば認められ ものと考えられ 。
その意味で、最判平成二七・二・一九の理解として
は、会社法一〇六条ただし書は、少なくともかかる事案における準共有株式の議決権の行使については、最判平成
設例3　（準共有株式につき、相続人の一人が権利行使者の指定に関する協議、
総会における議決権の行使に反対している場合…最判平成 （（・（（・（（ のケース
を参考とした架空の設例）
Ａ（創業者）・（0％保有→☨
Ｃ（長男）　　Ｂ（二男・代表取締役）　Ｄ　Ｅ　Ｆ
                （％保有　　　　　　　  （％  （％  （％
甲社の株式の （0％は創業者であるＡが保有し、二男であるＢが代表取締役であ
る。Ａの死亡により （0％の株式は兄弟五人の準共有状態となる。遺産分割につい
て唯一争っている長男Ｃは、準共有株式の権利行使者の指定に関する協議に応じ
ず、全株主、全相続人出席の株主総会において、Ｂ、Ｄ、Ｅ、Ｆは準共有株式に
つき議決権を行使し議案に賛成することに同意し、Ｂのほか、三男Ｄ、四男Ｅを
取締役に選任する旨の議案が審議され、Ｃ以外は全員賛成した。Ｃは準共有株式
の議決権行使にも議案にも反対している。
三九一
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
一一・一二・一四の立場を変更したものであると考えられる。
（　
会社の同意に基づく準共有株式の議決権行使と決議取消事由
最
判平成二七・二・一九は、準共有に属する株式について権利行使者の指定・会社に対する通知を欠く場合、民法
の共有に関する規定にしたがったも でなければ、会社が同意しても適法な議決権行使とはならず、当該議決権行使により可決された決議は、決議の方法が法令に違反するものとして、取り消されるべきものであるとしている
）（（
（
。すな
わち、同判決は「協議内容と異なる議決権行使を許したとしても、共有者の議決権の行使自体には瑕疵がないので、決議取消事由には該当しない」 の立場を採っていない。〔設例
4〕　
既述の
三
（に
おいて用いた設例
1、すなわち、甲社の全株式を有する創業者Ａが死亡し、全株式がＡの子
であるＢ、Ｃ、Ｄの準共有状態にあり遺産分割協議が調わない状況にあって、従業員出身の
（雇われ）
社長であるＥ
が存在す という設例
（もっとも設例
（と
異なり、ＥとＤは通じていない場合）
を想定した場合、仮に、会社に対して権
利行使者の通知がない場合であっても、⑴Ｂ、Ｃ、Ｄが全員出席し、Ｂを権利行使者と指定していたが、会社に対する通知をしていない には、最判平成二七・二・一九に照ら ても準共有株式に属する議決権 行使は共同相続人全員の一致 決せられており、会社側にもそれが明らかであるか 、会社として権利行使に同意することに差し支えなく、かつこれは最判平成一一・一二・一四 示す「共有者全員が議決権を共同 する場合」とも評価することができる。また、⑵Ｂ、Ｃ、Ｄが全員出席し、Ｄのみが準共有株式 決権行使、および議案 反対して
三九二
いる場合であっても、Ｂ、Ｃがそれに賛成していれば、最判平成二七・二・一九にいう、民法の共有に関する規定に従った権利行使として、各共有者の持分の価格に従い、その過半数で決せられたものであるといえ であろう。もっとも ⑶Ｂのみが出席し、Ｃ、Ｄが準共有株式の議決権行使につ 賛成して る旨を伝える、またはＣ、Ｄ 委任状を持参している場合には 会社側としては過半数で決せられたものなのかをＣ、Ｄの賛成の真偽や委任状の真偽 ついて確認することが必要となるものと思われる。仮に確認せず同意を与えたとしても 後にＣ、Ｄの反対が明らかになった場合 は、最判平成二七・二・一九の説示からは、違法な議決権行使と解されることになるもの 考え る。
私見としては、最判平成二七・二・一九を前提としても、最判平
成一一・一二・一四は本質的には変更されるべきではなく、同判決や、控訴審判決のいう意思の一致、ないし意思統一を、特段の事情のない限り、民法の共有の規定に従った持分の過半数で決することができ、それが準共有者全員 出席など会社および他の持分共有者にも明らか 場合に 会社は同意を与えることができると解釈すべ
設例4　（設例1においてＥがＢ、Ｃ、Ｄのいずれとも通じていないことを想定
した場合）
甲社　　　　Ａ（創業者）・全株保有→☨
　　　　　　Ｂ　　　　Ｃ　　　　Ｄ
Ｅ（代取）
いずれも議案はＢの取締役選任議案である。
⑴　Ｂ、Ｃ、Ｄが全員出席し、Ｂを権利行使者と指定していたが、会社に対する
通知をしていないという場合
⑵　Ｂ、Ｃ、Ｄが全員出席し、Ｄのみが準共有株式の議決権行使、および議案に
反対している場合
⑶　Ｂのみが出席し、Ｃ、Ｄが準共有株式の議決権行使について賛成している旨
を伝える、またはＣ、Ｄの委任状を持参している場合
三九三
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
きではないかと考える。
四
　
残された解釈上の問題
（　
特段の事情について
最
判平成二七・二・一九は「当該議決権の行使をもって直ちに株式を処分し、又は株式の内容を変更することにな
るなど特段の事情のない限り」として
）（（
（
、共有者の持分の過半数で決しえない場合として
｢ 特段の事情
｣
という留保を
置いている。そして最判平成二七・二・一九は、本件各決議により直ちに本件準共有株式が処分され、またはその内容が変更され など 特段 事情は認められないとしている。
準共有株式の議決権の行使一般について特に区別なく管理行為とされることが多いが、学説の中には、合併、事業
譲渡、解散などに関す 準共有株式 議決権行使は変更行為とする見解
）（（
（
、取締役の選任であっても、一定の場合には
変更行為とする見解も存在する
）（（
（
。最判平成二七・二・一九の特段の事情についての判示部分は、このような見解に一
定の理解を示したものと思わ なお、本件各 議には取締役、代表取締役の選任が含まれており、事案からすればＹの承継者 決める であったものと考えられるが、最判平成二七・二・一九は、これらの取締役の選任に関する議決権行使を変更行為とは ていないようである。〔設例
5〕　
この設例は架空のものであるが、最判平成二七・二・一九にいう「当該議決権の行使をもって直ちに株式
三九四
を処分し、又は株式の内容を変更することになる」に吸収合併についての議決権行使が含まれると解するのであれば、設例の場合には、準共有株式についての議決権行使は持分の過半数では決することができないこと なり、Ｅを含めた同意を得る必要が生じ ものと考えられ
（民二五一条）
。
株式の処分ないしは株式の内容の変更をもたらす議決権の行使としては、解
散や事業譲渡、組織再編、さらにはキャッシュ・アウトを実現する総会決議事項が考えられる。このような議案に対する準共有株式の議決権行使につ て変更行為として持分の過半数では決することができないことになり、準共有者全員の同意を得る必要が生じるものと考え 。
なお、
設例
1において示したように、支配権の変動を伴う新株発行は、直ち
には、株式の処分ないし株主の内容の変更をもたらす議決権の行使とはいえいかもしれない。しかしながら、かかる行為は組織再編と同様、当該企業に基礎的変更をもたらす行為であると同時に企業 実質的承継者を変更 為あるとも える。そのため、支配権の変動を伴う新株発行についても 株式処分ないしは株式の内容 変更をもたらす総会決議事項に対す 議決権行使にあたると解すべきであろう。
設例5　（株式の処分・株式の内容の変更をもたらす議決権行使…架空の設例）
　　甲社　　　　Ａ（共同創業者）（0％保有　　　　Ｂ（共同創業者）（0％保有→☨
　　　　
（吸収合併）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｃ　　　Ｄ　　　Ｅ
　　乙社（Ａの全株保有）　　　　　　　（賛成）　（賛成）　（反対）
　甲社の （0％の株式を保有するＢが死亡し、Ｂの子であるＣ、Ｄ、Ｅが共同相続、
甲社の代表取締役であるＡが、自らが全株式を保有する乙社を存続会社とする吸
収合併を提案、甲社に関わっていないＣ、Ｄは賛成であるが、Ｅは反対。
三九五
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
（　
変更行為と解される議決権行使の行使
ま
た、最判平成二七・二・一九は権利行使者の指定・通知を欠く場合の一〇六条ただし書の適用についての解
釈を示すものであるが、このような議決権行使の性格が、指定・通知があった場合の権利行使者の議決権行使についても及ぶのか、また及ぶとしてもそれが準共有者間の内部関係の問題にとどまるのかについては明らかではない。最判昭和五三・四・一四民集三二巻三号六〇一頁
（有限会社の事例）
は、権利行使者の指定・通知がなされた場
合において、共有者間で総会における個々の決議事項について逐一合意するとの取決めがされ、ある事項について共有者間に意見の相違があっても、権利行使者は自己の判断に基づき議決権を行使しうる旨を判示している。最判平成二七・二・一九は権利行使者 指定・通知を欠く場合の判断であり、そ 射程外と考えられる 、最判平成二七・二・一九 ける特段の事情 説示 よると、権利行使者の指定・通知がなされている場合であっても、いったん指定 通知された権利行使者が、共有者間で意見の相違 ある変更行為と解される議決権行使をも当然になしうるか否か
）（（
（
については再検討が求められよう。（　
会社の同意の意義
一
般には、株主総会の議長ないしは代表取締役の同意があれば、会社の同意であるといえると考えられる
）（（
（
。もっと
も、議長が不在の場合や業務執行権限を有する複数の取締役がいる場合、代表取締役死亡で他 取締役がいない場合など 想定される。
三九六
〔
設例
6〕　
最判平成二七・二・一九の事案と同様の特例有限会
社であるこの設例の場合、仮に議長が会社としての同意を与えることができると解するのであれば、Ｃにより準共有株式の議決権行使は拒絶され、Ｄの取締役選任議案は否決される。これに対して、Ｂにも各自代表、各自業務執行の権限があり、同意の権限を有す ということであれば、議案は可決される。一〇六条ただ 書の同意 会社による業務執行であると理解するのであれば、その決定にはＣ、Ｂの過半数が必要となり、結果として会社の同意は与えられず、議案は否決される。　　　
（　
協議の要否
控
訴審判決が「同法ただし書きについても、その前提として、
準共有状態にある株式の準共有者間において議決権の行使に関する協議が行われ、意思統一が図ら ている場合にのみ」とし、協議の必要性を強調するのに対し、最判平成二七・二・一九過半数により決せられるとす のみでこ 点について言及していない
）（（
（
。大阪高判平成二〇・一一・二八のような権利行使者の
設例6　（会社の同意…特にモデルのない架空の設例）
（先妻☨）　　　　　　Ａ→☨［（0 株］　　　　　　Ｂ［（0］
　　　　　　　　　　　（創業者・取締役）　　　　　（Ａの妻・取締役）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（0 株保有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　Ｃ　［（（］　　　　　　　　　Ｄ［（（］
　　　　　　（取締役）
　　　　　　（0 株保有
　特例有限会社である甲社の株式は創業者で取締役のＡが （0％、その妻で取締
役のＢが （0％、Ａと亡き先妻との子で取締役のＣが （0％を保有していたところ、
Ａが死亡し、（0％の株式が、Ｂ、ＣおよびＡとＢの子であり甲社と関係のないＤ
の準共有状態にある。Ｃが議長を務め、Ｂ、Ｃ、Ｄの出席による株主総会で、Ｂ
がＤを取締役とする議案が提出・審議され、持分の過半数により賛成する旨決定
し、取締役であるＢもそれを認めた。
三九七
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
指定の場合と異なり、一〇六条ただし書の場合は会社による同意を要するため、事実上はそこで歯止めがかかるものの、大阪高判平成二〇・一 ・二八のような、平成九・一・二八の判示を前提とした下級審の判断の積み重ねに照らすと、
設例
3、
設例
4⑵、
設例
5のような場合であっても、そこでの一定の協議は必要とされると解すべきであろう。
（　
相続持分比率に応じた議決権行使
最
判平成二七・二・一九は、最判平成一一・一二・一四をめぐって議論となった相続持分比率に応じた議決権行使
を認めることができるかどうかには言及していない。最判平成二七・二・一九で判示された持分の過半数による決定に、相続持分比率に応じた議決権行使の容認を含めたとしても、少なくとも本稿で対象とした
設例
3、
設例
4⑵、
設
例
5のケース、さらには、
設例
2で会社がかかる議決権行使を認めたとしても、結論に変更はない。もっとも、最判
平成二七・二・一九の判示したところと整合的に理解 ようとすれば、 相続持分比率に応じた議決権行使についても、準共有者間で持分割合に応じた過半数による決定を要することに ると考えられる。このような理解が正しいとすれば、平成二七・二 一九の事案における結論に影響を及ぼ 可能性は存在する。〔設例
7〕　
この事案の場合、仮にＢ、Ｘ間で協議の上、 をすることを決定し、こ
れに会社が同意すれば
（Ｃの同意）
、Ｂが自らの相続持分比率に応じた一〇〇〇株分の議決権行使をすることによ
り、Ｙ社における⑴取締役選任、⑵代表取締役選任の決議は定足数を満たした上、決議要件を満たすことに る。もっとも定款変更に関しては、会社法の施行に伴う関係法律の整備等 関する法律一四条三項により、決議要件を
三九八
満たすことができず、可決することができないことになる。なお、最判平成二七・二・一九の事案と異なり、特例有限会社でなければ、定款変更議案を含めて可決が可能である。このように解した場合であっても、平成二七・二・一九の判示 整合的に理解するためには、相続持分に応じた議決権行使をすることについても、民法二五二条所定の持分の過半数による決が求められることになる め、この事案 おいても Ｂ Ｘ 間でかかる決定をすることが困難であろうから 実質的な結論に変更はないも と考えられる。　　　
（　
議決権以外の株主権
最
判平成二七・二・一九は準共有に属する株式の議決権行使についての判
示であり、それ以外の株主権については触れていない。もっとも、最判平成二七・二・一九における特段の事情の判示部分の趣旨からは、株式の処分や内容の変更につながる権利行使
（株式買取請求権の行使や、取得請求権の行使）
については、持分割合の過半数による決定は馴染まないということになる思われる。
設例7　（相続持分比率に応じた議決権行使…最判平成 （（・（・（（ の事案）
（特例有限会社）
Ｙ会社　　　　　　　　　　　 Ａ→☨［（000 株］
Ｃ（妻）取締役　
（000 株保有　　　　　　Ｂ　　　　　Ｘ
　　　　　　　　　　　［（0％］　　［（0％］
　特例有限会社であり、発行済株式は （000 株、うち （000 株がＢ、Ｘ間の準共有
状態にある。Ｙにおける株主総会において、⑴取締役選任、⑵代表取締役選任、
⑶定款変更、の三つの議案が上程されている。
三九九
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
五
　
結びにかえて
かつて最判平成九・一・二八は、権利行使者の決定方法につき、 「持分の準共有者間において権利行使者を定める
に当たっては、 持分の価格に従いその過半数をもってこれを決することができるものと解するのが相当である」とし、その理由を「準共有者の全員が一致しなければ権利行使者を指定することができないとすると、準共有者のうちの一人でも反対すれば全員の社員権の行使が不可能となるのみならず、会社の運営にも支障を来 おそれがあり、会社の事務処理の便宜を考慮して設けられた右規定の趣旨にも反する結果となるからである」という点に求めた。しかしながら過半数 押し切ることの弊害が如実に顕在化 た大阪高判平成二〇・一一・二八では、裁判所は協議の必要性を前面に出して権利濫用の法理により解決を図っている。これは権利行使者の決定方法につき、権利行使者の決定が当該企業の実質的な承継者決定 意味 単なる共有物の管理行為と見ることはでき 準共有者全員の同意 要する立場
（いわゆる全員一致説）
）（（
（
からの指摘を一定程度受け入れ、最判平成九・一・二八
（いわゆる過半数説）
の立場を
前提としつつも、協議の必要性を前面に出すことで、準共有者全員 同意を求めることに近づける方向を模索しているのではないかと思われる。
このようなことからは、権利行使者の指定・通知を欠く場合の準共有株式の権利行使につき、同様に持分の過半数
による決定を要すること した上で会社が同意を与えることが きるとする最判平成二七・二・一九 よる理論構成も、その論拠は違えども、できる限り、権利行使者の決定方法に対する裁判例の流れと一定 調整が図られるべきも
四〇〇
のと考えられる。
（
（）
同判決の評釈として、弥永真生・ジュリ一四八〇号二頁（二〇一五年） 、川島いづみ・
M
onthly R
eport
七七号三〇頁（二
〇一五年） 、林孝宗・新・判例解説
W
atch
商法七七（二〇一五年） 、青竹正一・商事二〇七三号一八頁（二〇一五年） 、福島
洋尚・金判一四七〇号二頁、鳥山恭一・法セミ七二七号（二〇一五年）一一九頁がある。
（
（）
上柳克郎ほか編『新版注釈会社法（
（）株式
（』（有斐閣、一九八六年）五二頁〔米津昭子〕 。
（
（）
相澤哲ほか『論点解説
　新・会社法』 （商事法務、二〇〇六年）四九二頁。
（
（）
弥永真生「判批」ジュリ一四六〇号三頁（二〇一三年） 。
（
（）
酒巻俊雄
=
龍田節編代『逐条解説会社法第二巻株式・
（』（中央経済社、二〇〇八年）三五頁〔森淳二朗〕 、江頭憲治郎
=
中村直人編『論点体系会社法
（』（第一法規、二〇一二年）二六八頁〔江頭憲治郎〕 、山下友信編『会社法コンメンタール
（』
（商事法務、二〇一三年）三七頁〔上村達男〕
。
（
（）
大野正道「非公開会社と準組合法理」黒沼悦郎
=
藤田友敬編『江頭憲治郎先生還暦記念・企業法の法理（上） 』 （商事法務、
二〇〇七年）所収六三頁、稲葉威雄『会社法の解明』 （中央経済社、二〇一〇年）三三 頁、伊藤靖史ほか『事例で考える会社法』 （有斐閣、二〇一一年）一二四頁〔田中亘〕 。
（
（）
控訴審判決の評釈として、鳥山恭一・法セミ五八巻 〇号一一一 、石毛和夫・銀行法務
（（．
五七巻一二号
六一頁（二〇一三年） 、中村信男・
M
onthly R
eport
五八号一一頁（二〇一三年） 、弥永・前掲（注
（）二頁、吉川信將・法学
研
究〔慶應義塾大学〕八七巻四号三一頁（二〇一四年） 、山下眞弘・金判一四四七号一六頁（二〇一四年） 、梅村悠・ジュリ
一四六九号一〇八頁（二〇一四年） 、林孝宗・早稲田法学八九巻四号一八一頁（二〇 四年） 、来住野究・明治学院大学法学研究九七号一〇七頁（ 一四 、柴田和史・リマークス
（（〕〈二〇一四〔下〕 〔平成二五年度判例評論〕 〉八二頁（二〇
一四年） 、玉井利幸・法教四〇二号別冊一五頁（二〇 四年） 、藤原俊雄・新・判例解説
W
atch （法学セミナー増刊）一四号
一一九頁（二〇一四年） 、加藤貴仁・ジュリスト臨時増刊 四六六号〔平成二五年度重要判例解説〕一〇六頁（二〇一四年） 。
（
（）
控訴審判決について、このような理解 ほか、いくつかの異なる読み方を示唆するものとして、加藤・前掲（注
（）
一〇
七頁。
四〇一
権利行使者の指定・通知を欠く準共有株式の権利行使（福島）
（
（）
伊藤ほか前掲（注
（）一二五頁注
（（〔田中〕
。
（
（0）もっともこの設例においても、後述するように、当該新株発行議案に対する議決権行使が管理行為にとどまるのか、変更行為にあたるのか、という問題が残されている。
（
（（）
従来の学説、裁判例においては見られない解釈である。川島・前掲（注
（）三六頁。
（
（（）
なお、最判平成二七・二・一九の事案においては、発行済株式総数三〇〇〇株のうち、準共有にかかる株式二〇〇〇株以
外の株式（Ｃの保有株式）について議決権行使がなされている。取締役選任の議案については、Ｙの定款において事前に三四一条 規定に基づく定足数 軽減がなされていれば、Ｃの出席、賛成により決議がなされた可能性がある。この場合にも取消事由と考えるか否かについては議論 ある。上柳克郎ほか編集代表『新版注釈会社法（
（）』 （有斐閣、一九八六年）三
二〇頁〔岩原紳作〕 。もっとも、Ｙ 特例有限会社であるため、本店の所在地を変更する定款変更議案について、会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律一四条三項により、仮にＢが相続持分に応じた議決権行使を認められたとしても、決議要件を満たすこ ができない。
（
（（）
江頭憲治郎
=
門口正人編集代表『会社法体系（
（）』 （青林書院、二〇〇八年）六七頁〔岡正晶〕 。
（
（（）
山田泰彦「株式の共同相続と相続株主 株主権」早稲田法学六九巻四号一九六頁（一九九四年） 。
（
（（）
青竹正一『閉鎖会社紛争の新展開』 （信山社、二〇〇一年）七四頁。
（
（（）
榎本恭博「判解」曹時三三巻三号一六六頁（一九八一年）において、前掲最判昭和五三・四・一四の事案における取締役
選任についての議決権行使の性質に関する検討がなされてい 。最判平成二七・二・一九の立場を前提とする場合には、前掲最判昭和五三・四・一四の射程について再 す 余地があるものと思われる。
（
（（）
伊藤ほか・前掲（注
（）一二四頁〔田中〕
。
（
（（）
なお、民法学説上、共有物の管理行為について、共有者間全員での協議が必要か否かについて論じ いる文献は少ない。
全員での協議は不要で、過半数の持分を有する共有者だけで決するこ ができるとする見解（平野裕之『物権法』 （弘文堂、二〇一〇年）二九〇頁）は 共有者間で一つの団体を構成してい わけではなく、過半数の持分を有しない少数派も共有物の分割請求権を有しているから、過半数を有する持分権者によ 専断的 共有物の管理を無効にす 理由は ことを挙げている。これに対して、民法二五二条に「決する」とあ 以上、かかる文言は表決を行うこ を意味 るから、過半数 持
四〇二
分を有する者が少数派に無断で管理方法を決定することはできないとして、共有者間での協議を要するとする見解（山野目章夫『物権法〔第五版〕 』 （日本評論社、二〇一二年）一七一頁が見られる。
（
（（）
大野正道「株式・持分の相続準共有と権利行使者の法的地位」同『企業承継法の研究』 （信山社、一九九四年）所収一二七
頁、江頭憲治郎『株式会社法〔第六版〕 』 （有斐閣、二〇一五年）一二二頁注
（。
（早稲田大学大学院法務研究科教授）
